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農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

家族経営農業と農産物市場

現在，世界のほとんどの国において，農業生産，特に土地利用型農業の基幹的部分は家

族経営によって担われている。圧倒的な規模を誇るアメリカ，オーストラリアといった新

大陸諸国においても同様であり，また，穀物の流通，加工に係るあらゆる分野に進出する

穀物メジャーも，穀物生産自体への進出には極めて慎重である。

こうして農業において家族経営中心の生産構造が維持されている背景には，それなりの

理由があろう。そもそも，自然と生命に深くかかわる農業生産には，多くの制約条件が存

在する。生産が気候条件に大きく依存し，必要とする労働力の繁閑が著しく，生産物の長

期の保管が難しく，さらに，生産資源を弾力的に他の生産に転換することも難しい。そう

した制約に対しては，企業的農業よりも，むしろ家族的農業の有する柔軟性・弾力性が優

れているといった面が少なからずあるものといえよう。

農業における家族的経営の維持には，単なる生産面の必要性という以上に大きな意味が

あるように思われる。自然を相手とし，自らが主体となって行う労働には(厳しさと同時に)

都会の管理された労働には無い自由と喜びがあろう。都市の労働者が，「労働力」として

管理され，ますます疎外感を強めつつある現代社会において，家族経営を維持し，健全な

農村社会を維持していくことの意味は，決して小さいものではないように思う。

ブラジルの大規模農場を経営していくためには，その周辺に労働需要の繁閑に応じて調

達が可能な大量の貧しい「農業労働力」が不可欠となる。その結果，農村の治安は極めて

悪く，農場は鉄条網で囲まれ，富裕な農場主たちは銃を持った警備員に警護されていると

いう。それは，われわれの有する「農村」のイメージとは，もはや遠くかけ離れたもので

あり，高い生産性と引き換えにブラジル農業が失っているものも限りない。

一方，家族経営中心の農業・農村社会を維持していくうえで，生産者が市場とどう向き

合っていくかということは常に大きな問題となる。大半の生産者にとって，ますます大規

模化が進む流通・加工業者と直接対峙することは極めて難しい。また，生産物の価格を自

ら決定することも極めて難しく，価格変動のリスクにさらされざるをえない。一部の農業

者は，その努力と才覚によって生産物を差別化し，独自の販売ルートの開拓，価格の決定，

といったことも可能かもしれない。しかし，「差別化」は極めてわずかであるからこそ可

能となるものであり，大半の家族経営にそれを求めることは不可能である。価格支配力と

価格変動リスクの問題は，小規模生産者が市場と対峙するうえで，常に避けて通れない問

題であるといえよう。

本号では，そうした農業者と農産物市場に係る問題として，近年わが国で議論となって

いる独占禁止法と農協事業との関係について，また，生産農家の協同の力により国際的な

乳業メーカーに伍していくことを可能としたデンマークおよびニュージーランドの酪農組

合の事例について取り上げている。また，価格支配力を有しない個別農家の価格リスクヘ

ッジ手段として近年一部で議論されている穀物先物市場について，アメリカの事例を分析

し，その内包する問題を紹介する。

（（株）農林中金総合研究所 取締役基礎研究部長　原　弘平・はらこうへい）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

などの調査研究論文や，『農林漁業金融統計』

の最新の統計データがこのホームページから

ご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2010年６月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・農地制度改正後の「企業の農業参入」を考える

――重要性が一層高まる企業と地域の関係――

・戸別所得補償モデル対策の現場からの課題

・川下産業から見た国産材および森林組合系統

・クロマグロの資源問題とわが国マグロ養殖をめぐる

動向

【協同組合】

・森林組合の事業・経営動向

――第22回森林組合アンケート調査結果から――

・漁協経済事業の現状と今後の事業展開

――第28回漁協系統事業アンケート調査結果から――

【組合金融】

・農協農業貸出伸長の今日的意義と課題

――地域社会農業と農協の役割(2)――

【国内経済金融】

・次の展開への備えがみられる大手金融グループの決算

・エコ関連消費刺激策はいつまで有効か？

・景気回復の下でも，物価下落傾向が継続

――一方で，日本銀行は11年度中のデフレ脱却を展望――

【海外経済金融】

・ギリシャ財政問題とユーロドル相場

・米国企業動向と民需の先行き

本誌に掲載の論文，資料，データ等の無断転載を禁止いたします。
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